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1. はじめに
日本企業の多国籍化に伴って, 企業の R & D
活動も地理的な拡大を続けてきた｡ 特に, 1980
年代終盤から 1990年代初頭に掛けて, 海外 R &
D拠点は急激に増加したと言える(1)｡ しかしなが
ら, 2000年代以降, 日本企業の海外 R & D活動
は, 設立当初の目的や活動内容を変更したり, あ
るいは様々な理由から拠点の閉鎖・統合, さらに
は海外 R & D活動からの撤退, という事象も少
なからず発生している｡ R & D活動それ自体に,
活動を自国内に集中させる ｢集中｣ 型と, 海外市
場のニーズに素早く対応し, 現地技術資源の活用・
吸収を目的とする ｢分散｣ 型双方にメリット・デ























海外 R & D活動成果把握の試み
家電系三社を事例とした海外創出特許の分析
安 田 英 土
要 約
本稿では, 日本企業の家電系電機メーカー 3社を対象に, 海外 R & D活動の成果としての特許出願動向の把
握を試みた｡ 1995年から 2010年まで 5年おきに, 日本国内で公開／公表された海外拠点が関与している特許の
検索を行った｡ その結果, 海外創出特許の比率は, 僅かずつであるが増大傾向にあった｡ 特許を創出している拠
点が, 地理的に拡大している, という明確な証拠は得られなかったものの, 確実に特許の創出を続けている拠点
は, 欧米諸国のみならず, アジア諸国にも存在していることが明らかになっている｡ しかし, 海外拠点間の共同
発明と言える特許出願は全くなく, 日本を中心として海外 R & D拠点を結んだハブ型の R & D体系構造が想定
された｡
キーワード：R & Dの国際化, グローバル・イノベーション, 国際特許制度, R & Dのアウトカム
必要性がある｡




海外 R & D活動によって取得された特許を多面
的に分析していくことによって, 海外 R & D活
動の成果を企業競争力の強化に結びつける道筋を
解明する手掛かりを得ていきたい｡
2. 海外 R & D活動の成果に注目した
先行研究例
多国籍企業による国際的な R & D活動に注目
した研究は多数存在する｡ その中でも, 海外 R &
D活動による研究成果に注目し, この成果を企業
内部で国際的に移転するための構造分析や, 企業
















また, Penner-Hahn and Shaver (2005) は,
日本の医薬品企業 65社を対象として, 1980年
1991年に当該企業が取得した米国特許を従属変
数に取り, R & D国際化を示す変数や特許ストッ
クの変数などを独立変数として回帰分析を行った｡
その結果, 日本の医薬品企業の R & D国際化は
米国特許取得の可能性を増加させると報告した｡
しかしながら, 国際的な R & D投資から利益を
受けるためには, 当該企業が研究能力や補完的技
術を既に有していなければならないことを示した｡
さらに, 安田 (2010) では, 海外 R & D活動
を通じて事業化されたケースを詳細に分析した｡
対象となったケースは, 日本電気が米国ニュージャー
ジー州に設置した NEC Research Institute, Inc.





Centre Europe Ltd. (CRE) (現 Canon Technol-
ogy Europe Ltd.) からスピンアウトした 3社の
事例｡ アイシン精機が米国ミシガン州に設立した
IMRA AMERICA, INC. の事例｡ ホンダによる
｢Honda Jet｣ の開発事例である｡ これらの事例
のうち, 2010年時点で事業継続中だったのは,
東芝の TeraView社, キヤノンの 1社, アイシ
ン精機の IMRA AMERICA, INC., ホンダの




















海外 R & D活動の成果を把握する試みは, 定
量的・定性的両面の分析で行われてきている｡ 上
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記に取り上げた事例以外にも, 例えば, Iwasa
and Odagiri (2004), Todo and Shimizutani
(2008) では, 日本企業の海外 R & D活動が国内
の研究開発生産性や企業の生産性そのものにプラ
スの効果を及ぼしていることが示されている｡
だが, 海外での R & D活動が具体的にどのよ
うな特許に結びついているのか, あるいは具体的









3. 日本企業の海外 R & D拠点からの
特許出願動向
筆者は以前, 日本企業の海外 R & D拠点から
発表された論文の発表動向を詳細に検討した (安
田, 2007)｡ だが, R & D活動の成果として論文
を指標に用いることは, 必ずしも適切ではない場










安田 (2011) では, 定量的な分析を行うことも
睨んで, 従来の調査・分析に合わせて海外創出特
許データの収集を行った｡ データ収集対象サンプ
ルは, 筆者が 2006年 3月に実施した日本企業の







が日本親会社で, 発明人が該当する海外 R & D
拠点に所属している』, あるいは 『出願人が該当
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表 1 海外 R & D拠点が関与した
日本国内特許出願件数
合 計 平 均 最大値
2006年 66 1.53 24
2007年 87 2.02 25
2008年 89 2.07 32
2009年 58 1.35 21










ると一拠点当たり 14.4 件, 北米拠点の場合は
16.4件という結果になり, アジア地域の 2拠点の
実力は欧米拠点の平均を凌駕する結果となるので
ある｡ つまり, 日本企業のアジア地域 R & D拠
点全体では, 欧米地域拠点に比べて特許輩出に結
びつく成果は低水準であるが, 個別拠点では, 欧















ス産業に属する海外 R & D拠点は, 毎年 40件前
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表 2 海外 R & D拠点が関与した日本国内特許出願件数 (拠点地域別)
在アジア地域拠点 在欧州地域拠点 在北米地域拠点
合 計 平 均 最大値 合 計 平 均 最大値 合 計 平 均 最大値
2006年 11 1.10 9 27 1.93 13 28 1.65 24
2007年 12 1.20 7 32 2.29 14 43 2.53 25
2008年 11 1.10 7 38 2.71 25 40 2.35 32
2009年 5 0.50 5 33 2.36 21 20 1.18 14
合 計 39 3.90 20 130 9.29 67 131 7.71 95
出所：国内特許公報 [ATMS] データベースから筆者作成｡
表 3 海外 R & D拠点が関与した日本国内特許出願件数 (親会社業種別)
医薬品・化学産業 エレクトロニクス産業 輸送機器産業
合 計 平 均 最大値 合 計 平 均 最大値 合 計 平 均 最大値
2006年 0 0.00 0 37 2.31 13 4 0.50 3
2007年 5 0.45 4 43 2.69 14 11 1.38 11
2008年 6 0.55 3 47 2.94 25 4 0.50 4
2009年 2 0.18 1 37 2.31 21 4 0.50 4








ある｡ 以下では表 3で明らかになったように, 海







3社である｡ これら企業は, 活発な R & D活動
を行っており, 日本企業の中では特許出願件数も
トップクラスである｡ また, いずれの企業も海外
に R & D拠点を設置し, R & D活動のグローバ
ル化に積極的な取組を行っている上, 海外製造拠












用した｡ これも安田 (2011) と同様である｡
検索期間は, 2010年, 2005年, 2000年, 1995
年の 5年おきとし, 各年に公開あるいは公表され






















イエンス研究所がある｡ また, アメリカの Sony
Electronics, Inc. には R & D 部門が設置されて
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1995年 6 6727 0.0892％ 16 2788 0.5739％ 34 10815 0.3144％
2000年 10 8226 0.1216％ 72 3520 2.0455％ 41 12250 0.3347％
2005年 10 6850 0.1460％ 105 4911 2.1381％ 39 14352 0.2717％
2010年 26 4185 0.6213％ 96 4356 2.2039％ 75 8160 0.9191％
出所：国内特許公報 [ATMS] データベースと特許電子図書館 (IPDL) から筆者作成｡
いる｡ シャープについては, アメリカとイギリス,
中国, インド, スペインにコーポレート R & D
系の海外研究所が設置されており, 活発な活動を
従来から行っている｡ パナソニックは多数の海外
研究所を抱えており, コーポレート R & D系,
事業部 R & D系双方の拠点を合わせると, 相当
な数の海外 R & D 拠点を持っている(4)｡ これら





ソニーの場合, 現地法人化されている海外 R &










Stuttgart Technology Center と Singapore
Research Laboratoryは海外の R & D専業組織






海外 R & D活動によって創出されたソニーの国
内特許は, 総じて欧米発の特許が多いと言える｡
他方, シャープの場合は大半の海外創出特許が
海外 R & D 法人である Sharp Laboratories of
America, Inc. (旧名称 Sharp Microelectronics
Technology, Inc.) と Sharp Laboratories of
Europe, Ltd. の所属者達が関与した特許であっ
た｡ 両拠点ともコーポレート R & D系の研究所
となっている｡ 東洋経済新報社 ｢海外進出企業総
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表 5 ソニーの海外拠点が関与した日本国内公開／公表特許件数




Sony Europe GmbH (独) 6
Stuttgart Technology Center (Sony Deutschland GmbH) (独) 4 6
Sony United Kingdom Ltd. (英) 1 1 3
Sony Broadcast and Professional Europe (英) 1
Sony Computer Science Laboratory in Paris (仏) 1
Sony Service Center (Europe) N.V. (ベルギー) 1
Sony Belgium N.V. (ベルギー) 2
Sony Electronics Inc. (米・カリフォルニア州) 3 19
Sony Corporation of America (米・ニューヨーク州) 1
Sony Pictures Entertainment, Inc. (米・デラウェア州) 1
Sony Music Entertainment, Inc. (米・ニューヨーク州) 1
Singapore Research Laboratory (Sony Electronics (Singapore) Pte.
Ltd.) (シンガポール)
1
ソニー合計 6 10 10 26
出所：国内特許公報 [ATMS] データベースと特許電子図書館 (IPDL) から筆者作成｡
注：創出海外拠点名は, 特許の原表記に従っている｡ このため, 現在は統廃合で消滅したり, 名称が変更されている拠点名も含ま
れる｡
覧 (国別編)｣ 2011年版によると, Sharp Labo-
ratories of America, Inc.には, 150人の従業員
がおり, うち 7人が日本からの派遣であるという｡









中国に 2ヶ所の R & D拠点を持っていることに
なっているが, 特許に関わっている中国拠点は,







に数多くの R & D拠点を配置している｡ 2006年
4 月時点のパナソニック R & D 体制紹介資料で
は, コーポレート系 R & D拠点, 事業部系 R &
D拠点合わせて, 52拠点の記載がある｡ 特に多
いのは中国であり, 中国一国だけで 18ヶ所の拠
点が置かれている｡ 次いで, 米国には 16の拠点
が設置されている｡ パナソニックの海外 R & D
組織の特徴は, 独特なアンブレラ方式があげられ
る｡ 典型的な例は, 中国・北京に置かれている松
下電器研究開発 (中国) 有限公司である｡ 同拠点
は, コーポレート系 R & D部門に所属する現地
法人であるが, 公司内に 9つの研究所, 開発セン
ター, 技術センターを抱えている｡ この 9つの部
署のうち, コーポレート系 R & D部門が管轄す










地統括法人内に設けられた R & Dカンパニー傘
下の研究所とされている｡
こうした独特な海外 R & D体制を敷いている
パナソニックであるが, 海外創出特許の動向は表
7の様になっていた｡ ヨーロッパ, アメリカ, ア
ジアの各地域拠点が関わっている国内公開／公表
特許が存在している｡ 中でも目立つのは, ドイツ
のR & DセンターとアメリカのR & Dカンパニー
ならびに傘下研究所, そして台湾とシンガポール
の研究所である｡
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表 6 シャープの海外拠点が関与した日本国内公開／公表特許件数





Sharp Laboratories of Europe, Ltd. 12 23 31 27
Sharp Manufacturing France S.A. 1
Sharp Laboratories of America, Inc. 4 49 74 67
夏普電子 (上海) 有限公司内 2
シャープ合計 16 72 105 96
出所：表 5に同じ｡
注：Sharp Laboratories of America, Inc.は設立当初 Sharp Microelectronics Technology, Inc.と名乗っていた｡ 同一拠点と
してカウントしている｡
Technologies Inc. は米国の R & D カンパニー
であり, その傘下に Panasonic San Jose Labo-
ratory や Panasonic Boston Laboratory ,





の海外 R & D拠点を有するパナソニックである





活動は R & D専業部門を持つ限定された拠点で
行われる傾向が強く出ている｡ また, その活動は









PCT (Patent Cooperation Treaty) に基づく国
際出願が増加している様子が分かる｡ 2000年に公
開／公表された 3社の特許は, 合わせて 123件で
あった｡ このうち PCTを利用した国際出願の件
数は, わずか 3件しかなかった｡ 残りの 120件は
国内出願されたものであった｡ ところが, 2010年
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表 7 パナソニックの海外拠点が関与した日本国内公開／公表特許件数







Panasonic R & D Center Germany GmbH (独) 1 16 41
Office Workstations Ltd. (英) 2
Panasonic Technologies Inc. (Div. of Panasonic Corp. of North
America, Inc.) (米・ニュージャージー州)
18 19 5
Panasonic Speech Technology Laboratory (米・カリフォルニア州) 2 8
Panasonic San Jose Laboratory (米・カリフォルニア州) 5 4
Panasonic Boston Laboratory (米・マサチューセッツ州) 1 8
Panasonic Hollywood Laboratory (米・カリフォルニア州) 8
Panasonic System Solutions Development Center of America (米・
ニュージャージー州)
2
Panasonic Singapore Laboratories Pte. Ltd. (シンガポール) 5 3 3 11
Panasonic AVC Networks Singapore Pte. Ltd. (シンガポール) 1
Panasonic R & D Center Malaysia Sdn. Bhd. (マレーシア) 1
松下電器技術開発股分有限公司台北技術研究所 (台湾) 6 10 8
中国華録・松下電子信息有限公司 (中国・遼寧省) 1
パナソニック合計 34 41 39 75
出所：表 5に同じ｡
注：創出海外拠点名は, 特許の原表記に従っている｡ このため, 現在は統廃合で消滅したり, 名称が変更されている拠点名も含ま
れる｡
5. 研究成果輩出の要因は








る, という結果が得られた｡ 現地の R & D活動










































まない｡ まさに, NIH (Not Inventory Here)




創出活動を行っている海外 R & D拠点の存在が




あるという(6)｡ だが, 多くの R & Dプロジェク
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6. おわりに





日本企業における海外 R & D活動の多くは,
日本国内の研究所あるいは事業部から委託された
研究テーマである｡ 海外 R & D拠点が独自の取
り組みを行っている例は, ごく一部の拠点を除い
て観察されにくい事象である｡ これまでの分析結







海外現地での R & D活動が, 日本側からの委
託／受託による活動を中心にしている限り, 日本







な R & D活動が日本企業には依然として適合し
ていることになる｡
海外 R & D活動から研究成果を得るために,





完という R & D体系を選択することも必要なの
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( 2 ) Patel and Pavitt (1992)｡
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